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島根県 ICT 総合戦略施策集 
（令和 8 年３月改定） 

 
 
 本施策集は、島根県 ICT 総合戦略本編において方向性を示した、「第 4 章 県
民の利便性向上と行政の効率化 〜行政の情報化〜」及び「第 5 章 ICT の利活
用による島根創生の推進 〜施策分野別の取組〜」、並びに「第６章 デジタルデ
バイド対策」について、主な取組を具体化したものです。 

全庁組織である ICT 推進会議等により、毎年度進捗管理を行い、着実に取組
を進めます。 

 
（注） 

本施策集は、島根県 ICT 総合戦略本編 第 4 章 3、4、5、6、第 5 章 1、2、
3、第６章１、２に対応する施策を掲載しています。 

各表の「具体的な取組、目標」の各年度欄には目標値等を記載していますが、
一部の施策については直近の実績値を記載し「R●実績」としています。 
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第 4 章 県民の利便性向上と行政の効率化 〜行政の情報化〜 
３ 県民の利便性向上に向けた取組 
（１）行政手続のオンライン化等による県民の利便性向上 

施策名 行政手続オンライン化の推進 
担当所属 人事課、情報システム推進課、地域政策課、出納局 

目指す姿 県の庁舎へ赴くことなく、自宅・職場等からパソコンやスマホから多くの行政手続
をすることができる。 

取組内容 

「島根県行政手続オンライン利用促進アクションプラン」に基づいて、県の手続
におけるオンライン化を促進する。 

汎用的電子申請システムである電子申請サービスにキャッシュレス決済機能を付
加し、更なる利用を促進する。 

市町村の手続について利用が促進されるよう市町村支援を行う。 
広報・普及啓発を行うとともに、利便性向上について検討する。 
県が独自に整備する業務システムにおいても、キャッシュレス決済を含むオンライ

ン申請の検討・導入に向けて取り組む。 
情報システムを共同化し連携させることで、部局間のデータ（情報）活用による業

務の効率化（行政の効率化）や県民１人ひとりの状況に応じた情報の発信・選択を実
現する（県民の利便性向上） 

具体的な取組、目標 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

オンラインで手続で
きる行政手続数【当該
年度 9 月時点】 

194 
手続 

235 
手続 

276 
手続 

441 
手続 

602 
手続 

662 
手続 

県の電子申請サービ
ス利用率（申請、届出
等）【当該年度 4 月〜
3 月】 

14% 
（R2 実績） 14％ 18％ 18％ 23％ 23％ 

研修の実施 
（ICT 人材研修、電子
申請操作研修） 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

チラシ・広報誌等によ
る申請対象者への周
知・広報等 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

キャッシュレス決済
を含むオンライン化
の検討・導入 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

毎年継続して研修会を実施 

検討・実施 

【電子申請ｻｰﾋﾞｽ】 
電子納付の導入準備 電子納付の運用開始 

【次期財務会計 
ｼｽﾃﾑ】 

新しい収納方法
(ｷｬｯｼｭﾚｽ決済を
含む)の調査 

 

新しい
収納方
法(ｷｬｯ
ｼｭﾚｽ決
済を含
む)の
検討 

新しい収納方法(ｷｬｯｼ
ｭﾚｽ決済を含む)の開

発 

次期財務
会計ｼｽﾃﾑ
の運用開
始に合わ
せてｷｬｯｼ
ｭﾚｽ決済
の導入 
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情報システムの共同
化の検討 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 

 
 

 

 
 

  

連携サーバ、申請管理シス
テム等導入検討※ 

行政手続きオンライン化対応支援（マイナポータル等） 

自動連携 

※デジタル化３原則（デジタルファースト、ワンスオンリー、コネクテッド・ワンストップ）や「スマ

ートフォンで 60 秒で手続き完結」などの国が掲げる目標を達成するための処理システム。 

マイナポータルとガバメントクラウドの中間に配置する 

ガバメントクラウド 
ネットワーク接続検討 

ガバメントクラウド 
移行検討 

ガバメントクラウド移行 

接続開始 
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（２）データ活用による行政サービス向上の推進 
① データを活用した施策立案・効果検証等の推進 

施策名 RESAS（地域経済分析システム）の活用の推進 
担当所属 統計調査課（R4 まで政策企画監室） 

目指す姿 

国が提供する RESAS がより使いやすい形で提供され、職員がビッグデータを活
用し、容易に様々なデータを一体的に短時間で分析することで、県の現状・課題等
をより高い精度で把握できるなど、より効果的な施策立案や、施策の効果検証など
の客観化がさらに図られる。 

取組内容 

地域経済に関する様々なビッグデータ（産業の強み、人の流れ、人口動態など）
を、地図やグラフで分かりやすく「見える化（可視化）」したシステムである RESAS
の活用を推進するため、国に対して機能向上などの要望を行うほか、職員ポータル
掲示板において、RESAS 等に関するセミナーや研修等（国からの情報）の情報に
ついて職員へ周知する。 

具体的な取組、目標 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

職 員 を 対 象 と し た
RESAS 関連情報の提
供 

12 回 
(月１回程度) 

12 回 
(月１回程度) 

12 回 
(月１回程度) 

12 回 
(月１回程度) 

12 回 
(月１回程度) 

12 回 
(月１回程度) 

 
②  県が保有するデータの活用推進 

施策名 オープンデータ等活用の推進 
担当所属 総務課、地域政策課 

目指す姿 

行政情報が順次使いやすい形で島根県オープンデータカタログサイトに公表さ
れ、民間がそれを活用し、データを掛け合わせたり分析することで新たなサービス
が提供される。また、暮らしなど様々な場面において、県民が必要とするデータを
自ら取得したり、行政から必要な人に必要な情報を必要なタイミングでプッシュ型
通知できるなど、オープンデータの活用が図られる。また、匿名加工された県が保
有する個人情報について、個人情報の保護に十分配慮しつつ、有効に活用されるよ
うになる。 

取組内容 

島根県オープンデータカタログサイトで公開するオープンデータについて、活 
用ニーズのある産官学の各機関への働きかけや、公開データの所管部署と連携した
取組等を行うことで、オープンデータの活用を促進する。 

国の推奨データセット等を活用し、共通フォーマットによるオープンデータ公開
を市町村に働きかける等、公開ニーズの高いオープンデータ公開に取り組む。 

個人情報の保護に十分配慮しつつ、行政機関等匿名加工情報の活用に向けて、制
度の円滑な実施に取り組む。 

具体的な取組、目標 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

オープンデータダウン
ロード数 

24,411 
件 

（R2 実績）

29,561 
件 

34,054 
件 

39,230 
件 

45,119 
件 

51,886 
件 

行政機関等匿名加工情
報の提案募集制度の実
施 

      

 

体制整備
等準備 提案募集 
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③  地理情報の活用推進 
施策名 地理情報の活用推進 

担当所属 用地対策課 

目指す姿 

島根県統合型 GIS の職員による利用度を上げることにより、各所属が所有して
いる様々な地理情報の共有化を図ることができ、施策の検討の効率が向上する。 

また、県民による＜マップ on しまね＞の利用促進により、各分野の多様なマッ
プから、県民のニーズに合ったマップを選択して活用する機会が増え、県民生活の
利便性が向上する。 

取組内容 

島根県統合型 GIS を様々な業務に活用してもらうため、操作研修会を開催し、
利用者に基礎的な操作スキルや活用事例を習得してもらう。 

職員に対して登載されている地図情報や活用事例を紹介し、システムの利用促進
を図る。 

閲覧数などの県民の利用状況に関する情報を、地図情報の作成者に提供をする。 

具体的な取組、目標 R3 
（※R2） R4 R5 R6 R7 R8 

操作研修会の開催     ２会場
／年 

２会場
／年 

利用状況に関する情報
の提供 

      

 
（３）効果的な情報の提供、マイナンバーカードの普及・活用による県民の利便 

性向上 
① 必要な人へ適切なタイミングかつ有効な手段を用いた行政情報の提供 

施策名 行政情報の効率的な提供 
担当所属 広聴広報課 

目指す姿 

リアルタイムに必要な情報が得られるようホームページを充実させるとともに、
文字色などのコントラストや多言語対応など誰でも快適に閲覧できる環境を整える
など、閲覧者の利便性を高める。 

また、SNS での投稿や広告配信を活用し、県民等へタイムリーに分かりやすく県
政情報を伝える。 

取組内容 

ホームページの充実を図りつつ、SNS（Facebook、LINE、X（旧 Twitter））での
投稿や広告配信により情報提供を行うとともに、CMS のアンケートページへの誘導
により県民等のニーズの把握を行うなど、新たな情報の受発信方法に取り組む。 

具体的な取組、目標 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

ホームページによる情
報提供 

 
      

SNS を活用した情報提
供 

 
 

     

CMS のアンケートペー
ジへの誘導によるニー
ズ把握 

      

情報の提供 

情報の提供 

運用 

四半期毎／年 
 

２会場／年 程度 
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施策名 貧困世帯等への SNS による支援体制構築事業 

担当所属 地域福祉課 

目指す姿 

支援を必要とする保護者等が必要とする各種支援制度や公的サービスの情報を自
ら収集できるように、行政から必要な情報を必要なタイミングで通知することで、貧
困など様々な困難を抱えた人などに支援制度やサービスの情報を届け、貧困世帯等
の子どもと保護者の孤立化を防ぐ。 

取組内容 

LINE アカウント「しまね子ども生活サポート」による情報発信及び WEB サイト
を活用し、保護者等への支援制度や相談窓口、イベント等の情報をプッシュ型で発信
する。 

また、LINE の友達登録者が増えることにより、より多くの方へ支援情報等を届け
ることが期待できる。 

友達登録者数：1,622 人（R6.3 月末時点） 

具体的な取組、目標 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

支援ツールの運用 
友達登録者数毎年 240
人増を目標に、LINE「し
まね子ども生活サポー
ト」による発信を行う。 
 

    
 

 

0 回 
（R3 実績）

６回 
（R4 実績）

23 回 
（R5 実績） 24 回 36 回 36 回 

351 人 
（R3 実績）

1,027 人 
（R4 実績）

244 人 
（R5 実績） 686 人 240 人 240 人 

 
  

運用、広報 
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② マイナンバーカードの普及と活用による県民の利便性向上等 
施策名 マイナンバーカードの普及と利活用の促進 

担当所属 地域政策課、市町村課 

目指す姿 マイナンバーカードを用いた行政手続のオンライン化と迅速なサービス提供等
により、住民の利便性向上と行政事務の負担軽減を図る。 

取組内容 

マイナンバーカードの普及促進に向け、マイナンバーカードの利便性や安全性の
周知を図るとともに、先進的な自治体の取組内容の情報提供や意見交換会の開催な
ど、交付事務を行う市町村への支援を行う。 

国において、住民の利便性向上や行政事務の負担軽減に資する行政手続きのオン
ライン化の推進や、マイナンバーカードの機能強化などの方針が示されており、国
の動向を注視しながら、県や市町村でのマイナンバーカードの利活用を促進する。 

具体的な取組、目標 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

多様な媒体を活用した
広報・普及啓発の推進 

 
     

市町村支援 
      

マイナンバーカードの
利活用の促進 

      

 
  

カード取得に
向けた広報 

カードの利便性
や利用シーンに
ついて周知 

ぴったりサービスを
用いた申請方法につ
いて周知 

カード取得に
向けた支援 

ぴったりサービス等
を用いた申請方式の
構築支援 

ぴったりサービス等
を用いた申請方式の
活用支援 

マイナンバカードの空き領域や電子証明書を活用
したカードの多目的利用の検討 
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４ 行政の効率化に向けた取組 
（１）内部業務のデジタル化による行政の効率化 

施策名 内部業務のデジタル完結 
担当所属 総務課、人事課、情報システム推進課 

目指す姿 デジタル技術を活用することで業務の効率化を図り、より県民ニーズの高い施策
領域に最適な資源配分を行うことで、県民サービスの充実、向上へとつなげていく。 

取組内容 

 「島根県情報通信システム全体最適化アクションプラン」に基づいて、多様な働
き方や業務の効率化を実現するための環境整備を促進する。 

先進的なデジタル技術やその活用事例に関する情報収集を行い、利便性の高い手 
法について積極的に活用に向けた検討を行う。 

デジタル化を前提とした業務プロセスの見直しや、業務の必要性の検証を行い、 
AI や RPA をはじめとしたデジタル技術を活用していくことで業務効率化を図り、
働き方改革を進めていく。 

また、内部業務をデジタル完結するために必要な施策を講じる。 

具体的な取組、目標 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

AI・RPA による業務効率
化(年間業務削減時間) 

5,322h 
(R3 実績) 

6,133h 
(R4 実績) 7,348h 8,293h 8,792h 9,190h 

契約書の電子化       

デジタル技術を活用し
た業務改善       

 
 
  

導入・検証 
本格導入検討 

本格導入 
導入業務拡大 

電子契約サービスの導入検討・調達 運
用 
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（２）業務の効率化を行うための環境整備 
施策名 執務環境のデジタル化 

担当所属 人事課、情報システム推進課 

目指す姿 ペーパーレス化やコミュニケーションツールの充実等、執務環境のデジタル化を進
めることで、業務効率化や多様な働き方を実現する。 

取組内容 

「島根県情報通信システム全体最適化アクションプラン」に基づいて、多様な
働き方や業務の効率化を実現するための環境整備を促進する。 

ペーパーレス化や、モバイルワークを進めていくため、令和５年 10 月までに職
員用パソコンの小型化、無線 LAN 整備をした。 

Web 会議・Web セミナーについては利用状況や働き方に応じて運用する。 
新たなコミュニケーションツールとして、令和４年９月にチャットを、令和６年
10 月に庁内 Web 会議を導入した。 
県で整備したシステムを更新するにあたり、外部人材を活用し、適切な構成とな

るように点検、検証を行い、業務システムの最適化を図る。 

具体的な取組、目標 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

オフィス環境のデジタ
ル化 

 
    

  

 
  

最適な機器の調達 
システムの最適化 

次期職員用小型
PC の検討・導入 

ポータル（メールシステ
ム）の改善検討（R4 より
一部改修運用） 

無線 LAN の 
検討・導入 

無線 LAN の 
運用 

次期職員用小型 PC の 
運用 

次期システムの
運用 R4 より一

部改修運用 
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施策名 セキュリティ対策の徹底 
担当所属 情報システム推進課 

目指す姿 

行政オンライン化、デジタル化の取組に向けて、職員（県、市町村）の情報セキ
ュリティ知識向上による人的セキュリティの強化を行うとともに、技術的な情報セ
キュリティ対策を徹底することにより、重大インシデントの発生を防止し、セキィ
リティレベルの高い行政サービスを継続して提供する。 

取組内容 

県と市町村がインターネットへの接続口を集約化し高度なセキュリティ監視 
の対策をとる「しまねセキュリティクラウド」の運用を確実に行う。 

職員向けにセキュリティ情報の提供・注意喚起を行うとともに、定期的な研修へ
の参加を促す。 

具体的な取組、目標 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

セキュリティクラウド
の移行・運用 

      

セキュリティ情報の提
供・注意喚起・情報セ
キュリティ研修の実施 

 
     

 
５ デジタル人材の確保と育成（職員のスキル向上） 

施策名 デジタル人材育成 
担当所属 人事課、情報システム推進課 

目指す姿 
職員研修を通じて、職員の ICT 利活用のスキル向上を図ることなどにより、行

政のデジタル化を推進する上で、各部門の役割に見合ったデジタル人材を、職員と
して適切に配置できるようにする。 

取組内容 

「島根県デジタル人材育成計画（令和５年 3 月策定）」に基づき、担うべき役割
ごとの課題解決に向けて、段階的に必要なスキルを習得できるよう、定期的かつ継
続的に研修を実施する。 

特に、システム調達やプロジェクトマネジメント等において、一般職員や専門人
材と連携し、中核となって実務をとりまとめることができる職員（情報関係課等の
DX 推進リーダー）を重点的に育成する。 

具体的な取組、目標 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

DX 推進リーダー 
      

デジタル人材育成研修
実施 

      

 
  

運用 移行 

随時対応 

島根県デジタル人材育成計画に基づき、 
各研修を実施 

※ 具体な研修の実施内容や時期の詳細は、 
年度ごとに示す。また、必要に応じて 
随時見直し、検討を行うものとする。 

各所属に設置 
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６ 市町村との連携による県民の利便性向上等 
施策名 市町村連携 

担当所属 情報システム推進課、地域政策課 

目指す姿 
行政手続きのオンライン化、人材の確保・育成、情報システムの標準化・共通化、

データ活用等の場面で、県と市町村が人的、技術的に連携して、自治体 DX を推進
し、県民の利便性向上と行政の効率化を図る。 

取組内容 

ガバメントクラウドを活用した標準準拠システムに移行することが求められて
いる自治体基幹情報システムの標準化・共通化に対応するため、専門知識を持つ民
間事業者に委託して市町村の巡回相談や助言を行い、専門人材の確保が難しい市町
村を支援するとともに、県と市町村、市町村同士の意見交換や情報共有を行うため、
ビジネスチャットツール等を活用し、専門家も交えた意見交換が出来る環境を構築
し、市町村の取組を支援する。 

県と市町村が利用する情報システムの共通化や共同調達を実施する体制を整備
し、取組を推進する。 

市町村の個別課題に対応するため、課題に応じた専門人材を派遣し、市町村の取
組を支援する。 

自治体 DX について原課部門も含めた実践的な研修の実施や、県が実施するデジ
タル人材育成研修への参加を市町村にも呼びかけるなど、市町村の人材育成を支援
する。 

引き続きセキュリティクラウド及びしまね電子申請サービスを全市町村と共同
で利用する。 

具体的な取組、目標 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

連絡調整等する場の設
定、技術的支援の相談 
等 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

デジタル人材の育成研
修、人材確保対策の支
援 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

セ キ ュ リ テ ィ ク ラ ウ
ド・電子申請サービス
の共同利用 

  
 

    

 
  

職員研修内容の
検討、 

人材確保の支援 

職員研修の実施、 
人材確保の支援 

共同利用の継続 

市町村支援 
体制検討・整
備 

標準化・共通化移行
支援 
専門人材の派遣 
チャットツール等の
運用 
デジタル活用支援補
助金による支援 

連絡調整等会議の開催（随時） 
オンライン化やデータ活用等の個別相談（随時） 

標準化・共通化移
行支援・運用支援 
専門人材の派遣 
チャットツール等
の運用 
共通化・共同調達
の体制整備・運用 
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第 5 章 ICT の利活用による島根創生の推進 〜施策分野別の取組〜 
１ 人口減少に打ち勝つための総合戦略 
（１）魅力ある農林水産業づくり 
① 農業の振興 

施策名 スマート農業の推進 
担当所属 農業経営課 

目指す姿 
スマート農業の推進による生産性向上や所得向上を通じ農業者の経営改善や就

農者の確保に取り組むことで、将来にわたって持続・発展する島根県農業の実現を
目指す。 

取組内容 

農業者の生産性向上や所得向上を図るため、農産物の単収向上や省力化等で有効
性が示された技術の導入・普及を進める。 

具体的には全国の研究状況や県内の導入状況等の情報収集をしながら、 
・導入に向けた研修会の開催、導入事例の情報発信 
・施設園芸を行う認定新規就農者へ、環境モニタリング装置の導入支援 
・農業技術センターでの技術研究や農林水産振興センターによるマニュアル等を

活用した重点指導 
を実施し、経営力の強化を図る。 

具体的な取組、目標 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

環境モニタリング装置
を導入した認定新規就
農者数 (延べ) 

24 34 44 64 89 114 

技術の普及 

 

    

 

スマート農業に関する
情報発信の継続 

      

 
  

研修会等 

随時 有望技術の実証・普及 
 

情報収集（有望技術など） 
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② 林業の振興 
施策名 スマート林業の推進 

担当所属 林業課・森林整備課 

目指す姿 

林業分野では、主伐の促進やコスト低減の取組を着実に進める一方で、伐採現場
の奥地化や立木の大径化が進むなど、条件不利な現場が増えていることに加え、燃
油や資材価格の著しい上昇や新規就業者の確保が更に厳しさを増すなど、林業を取
り巻く社会的情勢の変化が顕在化しつつある。 

そこで、森林所有者の森林経営に対する意欲が減退することのないよう、生産性
の向上により収益を確保し、一層の原木増産につなげるため、近年技術の進歩が著
しいＩＣＴ等の新しい技術の導入と伐採作業の自動化や下刈りの省力化等を促進
する。 

取組内容 

原木生産の生産性の向上については、 
①森林調査から立木の伐倒・運搬に至る工程の自動化等、作業の効率化に寄与 

するＩＣＴ等新たな技術の導入支援 
  ②航空レーザ計測などにより入手した森林のデジタルデータを活用し、精度の 

高い資源情報の把握と効率的な原木生産体制づくりの推進 
に取り組み、森林整備の省力化については、苗木の運搬や下刈り等にドローンや無
線式下刈機等の導入支援を行う。 

また、これに加え、ＩＣＴ機器等の情報収集から現場実証や国庫補助事業の活用
等による導入支援、機器の効果や操作方法に関する研修会を通じた人材の育成等の
取組を進める。 

木材流通分野では、木材需給の情報に関して、原木市場の職員が個別に電話や
FAX 等で取次していることもあり、原木出荷者からの情報、原木購入者（製材工
場）からの情報がタイムリーに双方に伝達されていない状況があった。県では、ICT
を活用した円滑な木材流通構造を構築するため、川下の原木購入側（製材工場等）
の需要情報（時期、樹種、規格等）を川上の原木出荷者と共有する需給情報伝達シ
ステムの開発を支援。県内５箇所の原木市場において運用されている。 

具体的な取組、目標 R3  
(※H30) R4 R5 R6 R7 R8 

植栽から伐採までの 
１ｻｲｸﾙの生産ｺｽﾄ低減
率（1ha 当たり） 

0% 12% 15% 15% 
 

 

原木生産（人工林）に
おける労働生産性の向
上率（対 R5 年度比）
【当該年度３月時点】 
（原木生産の生産性：
原木生産量(㎥)を原木
生 産 に 係 る 総 労 働 量
（人・日）で除した労
働生産性） 

 

 

 

 

6.7% 13.3% 

人工林 1ha 当たりの森
林整備に要する作業時
間の低減率（対 R5 年
度比）【当該年度 3 月時
点】 
（１ha 当たりの森林
整備で省力化された時

    1.7% 2.2% 
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間を、省力化前の森林
整備に必要な延べ労働
時間で除した割合） 

ICT 機器等の現場実証 
ICT 機器等の導入支援  

     

ＩＣＴ機器等の普及・
研修会の開催  

  
  

 

県内原木生産量のうち
製材用として取引され
る割合（％） 

12% 15% 16% 17% − − 

原木需給情報伝達シス
テムの開発・導入  

     

 
③ 水産業の振興 

施策名 操業情報を活用した底びき網漁業資源管理プロジェクト 
担当所属 沿岸漁業振興課 

目指す姿 
本県の沖合底びき網漁業者が魚種別分布予測システムを活用することによって

漁場選択と市場の価格変動を連動させることで、水揚げ金額が最大となる操業を行
い、資源管理の推進と経営の安定化の両立を図る。 

取組内容 

本県で開発した沖合底びき網漁業における ICT を活用したアカムツ小型魚の分
布予測システムを応用した主要底魚類の分布予測システムを構築し、現場普及と予
測精度の向上を進める。 

具体的な取組、目標 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

分布予測システムを開
発する魚種数 12 種 15 種 15 種 15 種 15 種 15 種 

分布予測システムの開
発（15 魚種） 

      

 
  

 
漁業データを収集・蓄積し、魚種ごとの分布予測
の精度を高めた上で、複数魚種を同時に予測でき

るようにシステムの高度化を図る。 

「ICT 機器推進方針」に基づき 
事業体への導入を支援 

現場実証（R3〜） 

 システム 
開発 

県内５市場に 
システム導入･運用 

ＩＣＴ機器の効果を最大限発揮するための人材育
成を目的とした技術研修会の実施 
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（２）力強い地域産業づくり 
① ものづくり産業の振興 

施策名 ものづくり産業へのデジタル技術の導入・活用促進 
担当所属 産業振興課・しまねブランド推進課 

目指す姿 ものづくり企業が、AI・IoT といったデジタル技術をもつ高度技術人材を育成・
確保し、デジタル技術の導入・活用することによって生産性向上を実現する。 

取組内容 

セミナーや研修の開催を通じて製造工程等へのデジタル技術導入による生産性
向上の有効性についての認知向上と専門人材の育成をしつつ、専門家派遣や、モデ
ル事業への伴走支援を行い、デジタル技術導入に向けた好事例を創出するとともに
横展開を図る。 

産業技術センターの知見を活かした工場等の業務効率化に資するシステム開発
支援や県内企業での AI・IoT の導入モデル実証等を通じて、県内企業の生産性向
上を図る。 

加えて食品製造業においては、デジタル技術の導入により、商品提案力の強化や
E コマースの活用促進等を通じた販路開拓・拡大を支援する。 

具体的な取組、目標 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

デジタル技術関連セミ
ナー参加者数 33 人 51 人 55 人 55 人 60 人 60 人 

デジタル技術モデル支
援件数 １件 2 件 2 件 2 件 2 件 2 件 

県内企業へのデジタル
技術導入に向けた取組
テーマの件数 

― ― ２件 2 件 2 件 2 件 

食品製造業におけるデ
ジタル技術に関連した
専門家派遣件数 

― ― ４件 ５件 5 件 5 件 
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② ソフト系 IT 産業の振興 
施策名 ソフト系 IT 産業の振興 

担当所属 産業振興課 

目指す姿 

県内 IT 企業の従事者数や売上高は増えてきた一方で全国的に IT 人材が不足し
ていることから、引き続き IT 人材の育成・確保を図る。また、プログラミング主
体の下請け型の業態では、生成 AI の普及等による将来的な業務縮小の可能性が懸
念されるため、自社サービス開発型など高付加価値を生み出す業態への転換等を図
る。 

取組内容 

各地域の IT 企業が求める人物像に沿って、小学生向けの Ruby 教室や専門高校 
での IT 人材育成事業、島根大学・松江工業高等専門学校等での高度実践型の人材
育成講座などを県内教育機関、企業と連携し実施する。 

IT 人材コーディネーターによるきめ細やかな U ターン・I ターン支援や県内企
業とのマッチング支援などにより即戦力人材を確保する。 

しまねソフト研究開発センター（ITOC）が中心となり、ソフトウェア／システ
ム開発における生成 AI 普及などの状況を踏まえて県内企業の先駆的技術の習得等
を支援し、また、事業アイデア創出から市場投入、販路開拓を継続的に支援する。 

ITOC において、県内 IT 企業と県内の様々な産業とのマッチングを図り、新た 
な事業創出を目指す取組を支援する。 

具体的な取組、目標 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

ソフト系 IT 産業の県
内従事者数 

1,717 
人 

1,855
人 

1,948
人 

2,045
人 

2,062
人 

2,144
人 

ソフト系 IT 産業の売
上高 

322.2 
億円 

322.6 
億円 

338.1 
億円 

354.4 
億円 

412.3 
億円 

437.4 
億円 
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③ 観光の振興 
施策名 SNS 等を活用した観光情報の発信力強化 

担当所属 観光振興課 

目指す姿 

ウェブサイトではしまねの魅力や観光資源、来訪時に便利な情報を提供し、イン
スタグラムや X（旧 Twitter）等の SNS ではタイムリーな情報を発信するなど、そ
れぞれのメディアの長所を活かしながら相互に導線を設けるなど連携しながら情
報発信を実施していく。特に、SNS を効果的に活用することにより、フォロワー
数を増加させ、口コミによる情報の拡散につなげ、誘客促進を図る。 

取組内容 

ウェブサイトでのイベントやキャンペーンなど新着情報の発信はもとより、イ
ンスタグラムや X（旧 Twitter）等の SNS や動画の活用などによるコンテンツの効
果的な発信、SNS を活用したキャンペーンの実施などにより、新たなフォロワー
獲得や、口コミによる情報拡散を通じて、本県への来訪意欲を高め、更なる誘客を
図るため、観光情報の発信力を強化する。また、ターゲット設定した動画広告の配
信による情報発信と、位置計測技術を組み合わせ、視聴や来訪の結果分析と検証を
行い、より効果的な発信につなげていく。 

具体的な取組、目標 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

SNS を活用した情報発信 
インスタグラムフォロワ
ー数 

14,000 
人 

19,000 
人 

21,000 
人 

23,000 
人 

25,000 
人 

27,000
人 

SNS を活用した情報発信 
X（旧 Twitter）フォロワ
ー数 

8,300 
人 

14,000 
人 

15,500 
人 

17,000 
人 

18,500
人 

20,000
人 

 
施策名 観光客の満足度の向上 

担当所属 観光振興課 

目指す姿 
観光地のウェブサイト等の多言語化で、外国人が観光情報を入手しやすくした

り、オンラインで予約・購入できる観光体験コンテンツが増えたりするなど、デジ
タルを活用することによりストレスフリーな観光地域づくりを図る。 

取組内容 

ウェブサイトや案内看板での多言語化対応、隠岐地域において宿泊と体験メニ
ューの利用により特典が得られる企画乗船券の電子化など、観光客のニーズに対
応した環境の整備とリピーター獲得に向けた、宿泊施設や観光施設での国内外の
観光客へのおもてなし向上を図る。 

具体的な取組、目標 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

観光客の満足度アップや
消費拡大のための受入環
境整備（補助金による支
援先数） 

276 件 348 件 368 件 388 件 408 件 428 件 
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④ 新事業・新分野への支援 
施策名 新事業・新分野への支援 

担当所属 産業振興課 

目指す姿 

県内企業の競争力の維持、強化のためにはデジタル技術の導入は不可欠であり、
IT 企業との連携を図りながら、デジタル技術を活用した生産性の向上や新たなビ
ジネス参入に取組むことが必要である。 

新ビジネス参入への取組に向けては、デジタルに関する知識やノウハウのある人
材がいないことが課題であるため、県内企業が積極的にデジタルに関する知識を有
する人材を育成し、業務改善から生産性向上、さらには企業経営やビジネスモデル
そのものの変革する DX まで取り組んでいく姿を目指す。 

取組内容 

しまねソフト研究開発センターにおいて、先進事例の紹介や導入ノウハウに関す 
るセミナーの開催、デジタル化・DX に向けた専門家派遣等を実施し、県内中小企
業のデジタル化・DX を支援する。 

県内企業の DX を進めるため、産学官金の支援機関・団体が一体となった支援コ
ミュニティ（しまね地域 DX 拠点）において、県内 IT 企業が県内企業を伴走支援
することで、地域での DX モデル事例の創出と横展開を図る。 

松江工業高等専門学校と連携し、デジタル人材を育成する社会人・学生向け講座
を実施する。 

具体的な取組、目標 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

 
専門家派遣企業数 
 

8 社 10 社 12 社 12 社 15 社 15 社 

DX 事業計画モデル事
例支援件数 - - - 10 件 10 件 10 件 

松江工業高等専門学校
による講座の出席者数 
（名／年度） 

24 名 36 名 35 名 35 名 35 名 35 名 
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（３）人材の確保・育成 
① 学生への県内企業等の情報発信 

施策名 学生への県内企業等の情報発信 
担当所属 雇用政策課 

目指す姿 

県内企業等の情報については、島根県出身の学生等にメールや郵送で周知して
いるが、特に県外に進学した学生等には十分届いていない。また、遠方の学生が県
内で就職活動を行うには、時間的経済的な負担が生じている。 

「しまね登録」の登録者数を増やし、ＳＮＳ等を活用した情報発信や、オンライ
ンによる就職活動の機会の提供などにより、県外に進学した学生等に情報が円滑に
届くことを目指す。 

取組内容 

島根県出身の若者向けに、SNS を活用して就職情報等を発信する。（しまね登録） 
遠方の学生の参加促進のため、オンラインを活用した企業情報の発信等を実施す

る。 

具体的な取組、目標 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

「しまね登録」の新
規登録者率（単年度） 
※該当年度の県内高
校等 3 年生の登録者
数 

− 100% 100% − − − 

「しまね登録」の新
規登録者率（単年度） 
※該当年度の県内高
校等 3 年生のうち基
本情報入力済みの登
録者 

− − − 80％ 80％ 80％ 

「しまね登録」のシ
ステム開発・運用 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
  

「 ジ ョ ブ チ ャ ン ネ
ル」視聴数 − 80,000

回 
80,000

回 
80,000

回 
80,000 

回 
80,000 

回 

 
  

魅力ある情報が提供できるよう、適時見直し  開発 
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② 新たなワークスタイルの実現 
施策名 新たなワークスタイルの実現 

担当所属 雇用政策課 

目指す姿 

テレワークは、育児・介護と仕事の両立や、高齢者や通勤が困難な障がい者など
多様な人材が時間や場所を有効に活用できる柔軟な働き方が可能となるが、県内企
業では導入が進んでいないため、テレワークの導入など企業が取り組む職場環境の
改善を支援することにより、テレワークの普及を目指す。 

取組内容 

企業のテレワークの導入に対する国の各種支援制度の周知を図る。 
多様な人材がいきいきと働き続けられる魅力ある職場づくりを促進するため、テ

レワークの導入などの環境整備に要する経費の一部を助成すると共に、事業者向け
セミナー等でテレワーク導入事例を紹介するなど、優良事例の横展開も実施する。 

具体的な取組、目標 R3 R４ R５ R6 R7 R8 

国支援施策の周知 10 回 14 回 5 回 5 回 5 回 5 回 

中小企業が行う、テ
レワークの導入等の
支援（補助金による
支援先数） 

１件 6 件 6 件 6 件 6 件 6 件 

 
③ 建設分野の人材確保の推進 

施策名 土木工事における ICT 活用工事の推進 
担当所属 技術管理課 

目指す姿 建設工事の ICT 化を行うことで、建設現場の生産性向上及び建設業者の担い手不
足の解消を図る。 

取組内容 

ICT 活用工事の推進に必要な実施要領の策定や人材育成のための研修の実施及
び初期導入費用（ICT 建設機械、3D 測量機器、ドローン、各種ソフト等）の補助
を行う。 

具体的な取組、目標 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

ICT 活用工事実施件
数 48 件 100 件 150 件 150 件

以上 
150 件
以上 

150 件 
以上 

ICT 活用工事の普及
促進 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 
  

研修会等実施回数     １ 
回／年 

１ 
回／年 

 
  

普及拡大 適用工種の拡大 適用工種及び 
適用範囲の拡大 

未経験企業に対する 
啓発研修の実施 
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施策名 BIM／CIM（３次元設計）業務の実施拡大 
担当所属 技術管理課 

目指す姿 

BIM／CIM（３次元設計）業務を実施拡大することで、設計段階における関係機
関協議や住民合意形成の迅速化、施工段階における労働生産性の向上等を図る。 

また、維持管理システムに BIM/CIM データや各工事の電子成果品を格納する
ことで、橋梁、トンネル、河川管理施設をはじめとした各インフラ施設にかかる電
子データを蓄積し、インフラの定期点検、修繕への活用を図る。 

取組内容 

BIM/CIM（３次元設計）業務に必要な実施要領の策定や人材育成のための研修
の実施及び初期導入費用（3D 測量機器、ドローン、各種ソフト等）の補助を行う。 

具体的な取組、目標 R3 R４ R５ R6 R7 R8 

BIM/CIM 業務 
実施件数（累計） ２件 ３件 ４件 5 件 ６件 ７件 

BIM/CIM 普及促進 
 
維持管理システム 

− 
 
 

 

 
  

 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
施策名 遠隔臨場及び ASP の活用による現場移動時間の縮減 

担当所属 技術管理課 

目指す姿 

遠隔臨場を行うことで、受発注者の現場等移動回数縮減、受注者の立会等の迅速
化・効率化を図る。 
ASP の活用により、書類提出の迅速化や協議回数の縮減を図り、受発注者相互の
業務効率化を図る。 

ASP: Application Service Provider 
民間サーバーを介し受発注者間で工事等のデータを電子的に一元管理・共有し、相互利用を図るシステム 

取組内容 

遠隔臨場実施に必要な実施要領の策定や通信環境の整備を行う。 
受発注者を対象に説明会を実施し ASP の更なる普及拡大を図る。 

具体的な取組、目標 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

遠隔臨場実施件数 55 件 100 件 200 件 300 件 400 件 500 件 
以上 

ASP 活用件数 134 件 190 件 240 件 360 件 480 件 600 件 

遠隔臨場の普及 
− 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

遠隔臨場の 
研修会等実施回数 

 
 

 
 

 
 

 
 

１ 
回／年 

１ 
回／年 

ASP 活用の普及 − 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

ASP の 
研修会等実施回数     1 

回/年 
1 

回/年 
 
  

運用・活用 

普及拡大 

更新 

 優先実施業務 
内容の決定 

 

受発注者向け研修によ
る普及・拡大 

試行開始 
通信環整整備 

受発注者向け研修によ
る普及・拡大 
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施策名 デジタル利活用人材育成 
担当所属 雇用政策課 

目指す姿 
デジタルを利活用できる人材が不足していることから、離転職者や学卒者、在職

者を対象とした職業訓練の実施により、県内企業において不足しているデジタル利
活用人材の育成・確保を図る。 

取組内容 

企業への就職や企業在職者のスキルアップを目的としたデジタル利活用に必要
な知識や技能を身に付けるための職業訓練の実施や e-ラーニングを含めた学習機
会を提供する。 

具体的な取組、目標 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

職業訓練の周知（チラ
シ配布など随時実施し
ているもの以外〜新聞
広告・広報誌掲載） 

2 回 2 回 ２回 2 回 2 回 2 回 

学卒者・在職者・離職者
を対象とした職業訓練
の実施（入校者数・受講
者数） 

82 人 102 人 128 人 186 人 194 人 194 人 
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（４）結婚・出産・子育てへの支援 
① 結婚・出産・子育てへの支援 

施策名 結婚支援の充実（コンピューターマッチングシステム「しまコ」の利用拡大） 
担当所属 子ども・子育て支援課 

目指す姿 

子どもや若者に対して、家庭を含めた将来のライフプラン設計や、性、結婚・妊
娠・出産、さらには家庭をはじめとする社会全体で産まれた子どもを見守り、育て
ることの理解を深め、自ら考える機会を設けるとともに、多様な出会いの場を増や
すことで結婚を望む男女の希望をかなえる。 

取組内容 

 「しまコ」について、マイナンバーカードを活用した登録手続きの省力化や自宅
閲覧におけるプロフィール写真の任意公開により、利便性や閲覧数を向上させ、会
員数やマッチング数の増加を図る。 

具体的な取組、目標 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

「しまコ」の登録者数 425 人 705 人 730 人 755 人 770 人 790 人 

システムの利用促進 

 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
  

利便性向上（リモート化・コロナへの配慮） 

登録料減額 登録料減
額を検討 

システム運用・SNS 等を活用した広報 

システム 
改修 

システム 
改修 
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施策名 子育て応援の充実（こっころパスポートのアプリ対応） 
担当所属 子ども・子育て支援課 

目指す姿 
妊娠・出産・子育てに負担感や不安を抱えている多くの若い世代が、安心して妊

娠・出産・子育てできるよう妊娠期から子育て期まで切れ目ない支援体制を充実す
る。 

取組内容 

少子化が進行する中、地域が一体となって子育て家庭を応援し、子育てしやすい
環境をつくるため、子育て応援をしている協賛店等において、子育てに関する特典
等を受けることができる「しまね子育て応援パスポート（こっころパスポート）」
を発行。 
 妊婦または 18 歳以下の子どものいる世帯につき１枚配布（プラスチックカード）
していたが、利便性を向上させ子育て環境の拡充につなげるため、R3 年度にアプ
リ対応（パスポートをスマートフォンで表示）を行った。 
 アプリ導入により１世帯あたりの利用可能数が増える（プラスチックカード１枚
＋アプリ２件）ことから、アプリの利用促進を図ることで、こっころ協賛店による
子育て世帯への支援機会増加につなげる。 
 利便性の更なる向上に向け、協賛店から利用者に向けた情報発信や、位置情報を
利用して協賛店や赤ちゃんほっとルームの検索ができるように改修する。 

具体的な取組、目標 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

アプリの利用世帯数 12,498 
世帯 

14,000 
世帯 

15,500 
世帯 

19,500 
世帯 

24,000 
世帯 

27,000 
世帯 

アプリの利用促進 − 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
  

こっころ協賛店の新規開拓 

アプリ運用・広報 

アプリ 
改修 
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（５）中山間地域・離島の暮らしの確保 
① 小さな拠点づくりの推進 

施策名 「小さな拠点づくり」に資する人口データや県内先進事例の活用 
担当所属 中山間地域・離島振興課 

目指す姿 

地域の人口推計や先進事例を紹介した「しまねの郷づくり応援サイト」による情
報提供を行う。 

市町村が、住民主体の議論を喚起し、住民自らが「小さな拠点づくり」に取り組
むきっかけとなる支援ツールとして活用する。 

地域住民が、自らの地域の状況・課題を把握し、将来の地域の姿（目標）を思い
描くなど、「自覚」と「気付き」の契機となる。 

併せて、これまでの「小さな拠点づくり」で取り組まれた地域実践活動の先進事
例を横展開させるため、各地域の取組の参考となるよう、県内で特徴的な取組をし
ている事例を紹介していく。 

取組内容 

「しまねの郷づくり応援サイト」内の情報の充実を図りながら、地域住民や市町
村への情報発信を進め、「小さな拠点づくり」の取組を推進する。 

具体的な取組、目標 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

生活機能の維持・確保
のための実践活動に取
り組んでいる公民館エ
リア数（累計） 

127 
エリア 

137 
エリア 

147 
エリア 

157 
エリア 

160 
エリア 

163 
エリア 

しまねの郷づくり応援
サイトの運用及びシス
テムの更新・運用 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
  

現システム運用（〜R7） 

サイト情報の更新内容を検討（Ｐ） 

サイト情報の更新（Ｄ） 

サイト活用状況の確認（Ｃ） 

サイトを広報（Ａ） 

 新システム 
運用 

 システム 
更新 
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② 持続可能な農山村の確立 
施策名 ICT 技術を活用した鳥獣被害対策の推進 

担当所属 農山漁村振興課 

目指す姿 

鳥獣による農林業被害を防止するためには、各集落等において防護柵の設置や捕
獲などの対策を講じることとなるが、被害獣種を特定した上で適切な対応を行うこ
とが重要である。 

これらの対策は、各集落等の担い手が中心となって実施しているが、 
・被害獣種の特定が困難 
・防護柵や捕獲用罠の設置・管理における労力不足 

などが課題となっている。 
このような課題に対し、ICT 技術の実証・活用を図ることにより、鳥獣被害対策

の省力化、効率化を目指す。 

取組内容 

これまで捕獲の有無にかかわらず見回りを行っていたが、捕獲通知システム「ほ
かパト」「スマートトラップ」において捕獲結果をメールで通知することにより、
見回り回数の低減を図る。（見回り回数を 1/3 程度削減） 

従来、電気柵の正常稼働の確認を現場に出向き行っていたが、電気柵監視システ
ムの活用により電気柵の正常な稼働状況を遠隔で確認することにより広域電気柵
の維持管理省力化を図る。（見回り回数を 1/5 程度削減） 

被害獣種を特定するため被害場所等にカメラを設置するが、一定期間撮影した
後、撮影データを現場に出向き回収している。AI 画像識別システムにより回収の
手間を省力化するとともに、回収後の画像等データを AI が自動解析することで、
画像解析に係る時間を省力化する。（作業労力を全体で 1/6 程度削減） 

具体的な取組、目標 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

捕獲の見回りの省力化
機器導入市町村数（延
べ） 

    ６ ７ 

各システムの現場実証  
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

各システムの導入支援  
     

 
  

随時、市町村、集落・事業体等へ
の導入を支援 

現場実証 
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（６）地域振興を支えるインフラの整備 
① ICT・デジタル化の推進 

施策名 あらゆる分野での ICT 利活用 
担当所属 地域政策課 

目指す姿 産官学民が連携した体制を整備し、産業振興、子育て支援、医療・介護・福祉サ
ービスの充実、地域の課題解決などあらゆる分野でのＩＣＴの利活用を進める。 

取組内容 

ＩＣＴを利活用した地域の課題解決に向け、産業界、行政機関、高等教育機関、
地域住民等多様な主体が連携し取り組むプラットフォームを整備する。 

地域の課題解決のために必要なデータの共同利用に向けた取組を推進する。 
ＩＣＴの利活用に必要となる通信環境の整備について、国や通信事業者に働きか

ける。 

具体的な取組、目標 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

地域課題の解決に向け
た産官学民連携による
取組のうち実用化され
た件数（累計） 

− − − − 1 3 

携帯不感エリア 
世帯数 110 90 70 60 55 50 

 
 
（７）新しい人の流れづくり 
① U ターン・I ターンの促進 

施策名 しまね U ターン・I ターンテレワーク支援事業 
担当所属 しまね暮らし推進課 

目指す姿 
都市部就業者が県内でテレワークを実施する際の経費を支援することで、「仕事

はそのままに島根で暮らす」という新しい地方回帰の流れに対応することで、島根
県への U ターン・I ターン促進を図る。 

取組内容 

島根県内に居住し、テレワークにより業務を行う方を対象に、テレワークに必要
な通信環境整備費、通信費、シェアオフィス利用料等を支援することで、Ｕターン・
Ｉターンの促進を図る。 
  R8 年度より、市町村の移住に向けた取組を支援する市町村定住支援体制整備推
進事業に移管し、テレワークを促進する市町村への補助とすることで、市町村の取
組と一体的に展開していく。 

具体的な取組、目標 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

交付件数（累計） 3 件 13 件 23 件 35 件 47 件 − 

支援金交付事務 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

  

推進 
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② 関係人口の創出・拡大 
施策名 関係人口の拡大 

担当所属 しまね暮らし推進課 

目指す姿 

地域団体等が関係人口と一緒に取り組みたいと望む活動が、「しまね関係人口マ
ッチング・交流サイトしまっち！」に掲載され、多種多様な地域との関わり方がプ
ログラムとして見える化される。 

また、島根に関心のある方が、プログラムの中から自分の希望に合ったものを選
び、参加することで、地域活性化への貢献や将来の移住につながる。 

取組内容 

ふるさと島根定住財団を中心に市町村と連携しながら、県内地域に対して、関係
人口を受け入れるための研修等を開催し、機運醸成を図るとともに、しまね関係人
口マッチング・交流サイト「しまっち！」への地域活動プログラムの掲載を支援す
る。  

また、都市部におけるセミナー等により関係人口を掘り起こすとともに、「しま
っち！」の活用につなげ、島根の地域に関わりたいと希望する人々と、関係人口の
受け入れを希望する地域をマッチングし、関係人口を拡大していく。 

具体的な取組、目標 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

「しまね関係人口マッ
チング・交流サイト」
による県内地域へのマ
ッチング件数 

10 件 
（累計） 

30 件 
（累計） 

50 件 
（累計） 

200 件 
（累計） 

385 人 
（単年度） 

420 人 
（単年度） 

「しまね関係人口マッ
チング・交流サイト」
を活用した関係人口と
地域のマッチング 

  
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 
  

運用・広報  
開 
発 
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２ 生活を支えるサービスの充実 
（１）保健・医療・介護の充実 
① 医療・介護の情報連携による効率的で質の高い医療と介護の提供 

施策名 医療介護連携 IT システム構築支援事業（まめネット） 
担当所属 医療政策課 

目指す姿 
医療機関同士や、医療機関と介護事業所とが、相互に情報を共有し連携を進める

ことにより、県民が必要なときに効率的で質の高い医療と介護が受けられる機能を
確保する。 

取組内容 

平成 25（2013）年から運用を開始したしまね医療情報ネットワーク（愛称：ま 
めネット）は、医療機関間や、医療機関と介護事業所の間において診療情報や介護
情報などが共有できるシステムとして、令令和７年 11 月末時点での参加機関数は
1,041 機関、カード発行枚数（参加者数）は 79,754 枚となっており、全国各地域で
運用されている地域医療情報ネットワークの中でトップクラスの参加率となって
いる。 
  令和 6 年度には、病院間の転院調整が迅速で効率的に実施できるよう運用ルー
ルを定め、まめネットの既存機能を活用する新たな取組を始めたところ、令和７年
度にはその有効性が認められ、多くの病院でまめネットを使った転院調整の運用が
定着した。また、医療機関同士で画像データを共有できるよう連携カルテの改修に
取り組むなど、参加機関拡大に向けて様々な取組を展開している。 
 国においては、「医療 DX の推進に関する工程表」（令和 5 年 6 月 2 日医療 DX 推
進本部決定）により、「全国医療情報プラットフォーム」の構築を進めており、地
域医療情報連携ネットワークとの棲み分け、役割分担について議論されている。 

こうした国の取組に対して、まめネットは医療・介護サービスの向上のために、
全国医療情報プラットフォームとの併存を見据えて検討を進めていく。 

引き続き、参加機関の拡大及び県民のまめネットカード保有率向上に向け、各地
域の実情や課題等を踏まえたモデルとなる取組について支援を行う。医療機関や介
護事業者が、電子カルテや介護サービスに関するデータを共有、活用することで質
の高い医療を提供できるというメリットを感じてもらい、参加機関を着実に伸ば
し、カード保有者の増加に取り組んでいく。 

具体的な取組、目標 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

モデルとなる取組への
支援 

 
     

まめネットの役割や課
題を共有する場の創出 − −  

 
  

医療 DX への対応 
      

 
  

事例発表やシンポジウムの実施 

情報収集、課題や知見の提示、 
システム連動に向けた技術的検討 

補助事業の実施 
R3:5 件、R4:3 件、R5:2 件、R6:3 件、R7:1 件 
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② 切れ目のない医療的ケアの推進 
施策名 障がい児・者に対する支援のための ICT を活用した情報共有の仕組みの検討 

担当所属 障がい福祉課 

目指す姿 
特別な支援が必要な障がい児・者に関し、保健、医療、教育、福祉、就労等の関

係機関が連携して、ICT を活用した情報共有の仕組みを整備し、ライフステージに
応じた切れ目のない支援を実現する。 

取組内容 

今後の国におけるデジタル基盤整備の進捗や、技術革新・機器開発等の進捗に合
わせて、市町村・関係機関における情報活用の現状や ICT 活用の可能性等につい
て把握しながら、関係機関の連携による ICT を活用した支援情報の共有のあり方
を検討し、就学・進学・就労などのライフステージに応じて必要な支援が一貫して
受けられる環境づくりが進むよう働きかける。 

具体的な取組、目標 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

関係機関による支援情
報共有の現状と課題の
検討 

      

ICT による情報共有の
あり方の検討 

      

 
  

情報共有の現状・課題の検討 

情報共有のあり方
検討 
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③ 介護サービスの質の維持向上 
施策名 介護サービスの質の維持向上 

担当所属 高齢者福祉課 

目指す姿 
介護ロボットや ICT の導入を引き続き支援し、既に導入している事業所の取組

を情報共有しながら、全県への導入を促進することにより介護職場の環境改善を図
り、介護サービスの質の向上につなげていく。 

取組内容 

職場環境改善などにより業務効率化を図る介護現場革新を進めていくため、介護
サービス事業所による介護ロボットや ICT の導入を支援する。 

また、介護現場の生産性向上や人材確保に関するワンストップの相談窓口を開設
し、事業所に対する有識者派遣等の伴走支援や、介護ロボットの機器展示や試用貸
し出しを行うこと等により、介護職員の身体的な負担の軽減及び介護サービスに係
る記録業務等の効率化を図る。 

具体的な取組、目標 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

県の補助金を活用して
介護ロボット・ICT を
導入した事業所数（累
計） 

235 
事業所 

（R3 実績） 

389 
事業所 

（R4 実績） 

477 
事業所 

（R5 実績） 

567 
事業所 

667 
事業所 

762 
事業所 

島根県介護ロボット等
導入支援事業費補助金
の交付 

      

介護ロボット等導入支
援専門家派遣事業 

      

介護現場革新サポート
センターしまね 

      

 
施策名 介護ロボットや ICT の活用 

担当所属 障がい福祉課 
目指す姿 障がい福祉現場への ICT 導入を促進し、業務の効率化や職員の負担軽減を図る。 

取組内容 

障がい福祉現場の業務効率化や職員の負担軽減を推進するため、障がい福祉サー
ビス事業所等における介護ロボットや ICT 機器の導入経費の一部を助成し、介護
現場の ICT 導入を促進する。 

具体的な取組、目標 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

国県補助金を活用して
ICT 等を導入した事業
所数（累計） 

5 
事業所 

75 
事業所 

80 
事業所 

90 
事業所 

110 
事業所 

120 
事業所 

制度周知及び導入促進  
  

  
 

 
 

制度周知・促進 

継続して実施 

実施 
検証 

R7 開設 
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④ 県立病院における医療サービスの向上 
施策名 県立病院における医療サービスの向上 

担当所属 県立病院課 

目指す姿 

医療サービス自体に AI 技術を活用し医用画像分析、診療録等のビッグデータを
用いた診察支援や診断補助を行うなど、AI 技術を活用することにより画像診断ミ
スの防止・精度の向上、適確な問診データの作成といった、高度・専門的で良質な
医療サービスを提供する。 

また、これまで医療従事者が行っていた大量の定型業務などに AI 技術や RPA を
導入し自動化を図り、医療従事者の業務量を削減する。これにより、医療従事者と
患者との対話時間の確保や、患者のニーズに合ったサービスの拡大などを実現し
て、より良い医療サービスの提供が可能な環境を整える。 

取組内容 

放射線画像などの画像解析において、医師の診断を補助（見落とし防止や負担軽
減等）するための AI 技術を活用した医用画像分析ビューワシステム及び、胸部 X
線画像病変検出システムの導入を進める。 

AI-OCR による手書き書類のデータ化、AI 技術を用いた問診データの作成、パ
ソコンを用いた事務的作業への RPA 適用、診療報酬請求の元となるデータへの AI
によるチェック実施などにより、医療従事者の事務的作業等を削減する。その上で、
医師などの事務的作業等を他職種の医療従事者へシフトする。 

具体的な取組、目標 R3 
（※R2） R4 R5 R6 R7 R8 

医療サービスへの AI
技術導入  

  
 

 
 

RPA による年間業務
削減時間（R1 比） 

1,400 
時間 

2,000 
時間 

2,400 
時間 

2,800 
時間 

3,200 
時間 

3,600 
時間 

 
  

検討 導入 稼働 

情報収集 
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（２）地域共生社会の実現 
① 障がいのある方等の社会参加の促進 

施策名 障がい者の社会参加促進のための ICT 機器に関する講習会等の充実促進 
担当所属 障がい福祉課 

目指す姿 障がい者の意思疎通や情報利用に必要な ICT 機器の利用を支援し、社会参加を
促進する。 

取組内容 

視覚障がい者や聴覚障がい者の社会参加を促進するため、引き続き関係機関と協
力して ICT 機器に関する講習会や訪問指導、利用相談等の取組を充実させる。 

具体的な取組、目標 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

ICT サポートセンター
（聴覚障害者情報セン
ター等）が行う講習等
回数 

31 回 35 回 35 回 40 回 50 回 50 回 

ICT 機器に関する講習
会や訪問指導等の促進 − 

     

 
（３）教育の充実 
① ICT 学習環境の充実 

施策名 私立中学校・高等学校における ICT の活用 
担当所属 総務課 

目指す姿 

私立中学校・高等学校において、ICT の活用などにより、生徒の学びへの興味・
関心・意欲を高めるとともに、教育の質の向上を図る。 

生徒一人一台の端末の導入により、双方向型の授業や生徒一人ひとりに応じた
学習を進める。 

取組内容 

私立中学校・高等学校において、多彩な人材の活用等による ICT 教育の推進に
かかる取組（ICT 専門職員の配置などの ICT を活用した教育の推進の取組等）に
対して支援を行う。 

ICT を活用した教育活動に不可欠となる、生徒一人一台端末の導入に向けた支
援（保護者支援措置を含む）を行う。 

具体的な取組、目標 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

私立中学校・高等学校に 
おける、ICT 専門職員の 
配置などへの支援 

      

私立中学校・高等学校に
おける、ICT 専門職員の配
置を行っている学校数 

２ ７ ７ ７ １０ １０ 

生徒一人一台端末の導入
支援（R4 新入生から順次） 

      

私立高等学校における、
生徒一人一台端末の導入
支援実施学校数（R4 新入
生から順次） 

 
９ ９ ９ １０ １０ 

継続して実施 

 活用 導入 
準備 

講習指導等の制度周知、利用促進 
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施策名 県立高校の生徒一人一台端末環境の整備 
担当所属 教育連携推進課 

目指す姿 

令和４年度入学生から一人一台端末を導入し、「ICT を活用してアナログの時間
を作ることによる対話的な学び」、「データを収集・分析することによる効果的な学
び」を行うなど、デジタルとアナログのベストミックスによる「新しい学び」を推
進する。 

取組内容 

ICT を活用した教育を推進するための基盤となる環境を整備 
・生徒一人一台端末導入（個人負担軽減のための支援を含む）を実施 
・Google Workspace for Education や協働学習支援ツールの導入 
・ICT 活用の基盤となる安定した通信環境（ローカルブレイクアウトネットワー

ク）の整備 
・DX ハイスクール指定校の事業推進のための環境整備等 

生徒一人一台端末を用いた教育を進めるための教員のスキルアップ及び学校組織
として ICT 活用を推進するための体制構築 

・教員向け ICT 活用研修を実施 
・校内の ICT 活用推進体制構築 

具体的な取組、目標 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

生徒一人一台端末の整
備率（県立高校） 0% 33% 66% 100% 100% 100% 

ICT 活用の基盤となる
安定した通信環境の整
備 

   

 

  

DX ハイスクール指定
校の事業推進のための
環境整備等 

      

教員 ICT 研修の実施 
      

校内の ICT 活用推進体
制構築 

      

授業に ICT を活用して
指導する能力があると
言える教員の割合 

62.4% 70% 80% 100% 100% 100% 

生徒の ICT 活用を指導
する能力があると言え
る教員の割合 

66.6% 70% 80% 100% 100% 100% 

 
  

集約型回線
の運用 

ローカ
ルブレ
イクア
ウトの
構築 

ローカルブレイクアウト
の運用 

継続して R3〜順次実施 

DX ハイスクール指定校
の事業推進のための環
境整備等 

体制構築 

管理職・ICT 活用推進リーダー・ICT 基盤管理
担当者が自走できる体制構築 
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施策名 特別支援学校 ICT 環境整備事業 
担当所属 特別支援教育課 

目指す姿 

特別支援学校普通教室に整備した提示型 ICT 機器や、指導者用端末、児童生徒
一人一台端末を活用した授業づくりを推進し、イラストや映像、デジタル教材等を
用いて学習内容や学習のつながりを児童生徒がよりイメージしやすくするなど、児
童生徒が学びやすい環境を整え、学びの充実及び主体的な学びを実現する。 

取組内容 

指導者用端末、児童生徒１人１台端末等の整備、画面転送装置の整備を行う。 
無線接続や機器常設設置による安全安心な学習環境の保障、障がい特性ごとに教 

材の電子化による教員の負担の軽減を図る。 
・ICT を活用した授業実践と好事例の共有 
・ICT 活用研修 

具体的な取組、目標 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

指導者用端末、児童生
徒一人一台端末等 

      

指導者用端末、児童生
徒一人一台端末の整備
率 

― 74.1％ 
（R4 実績）

85.6％ 
（R5 実績） 100% 100% 100% 

ICT 活用推進 
      

ICT 機器を使って児童生徒に
指導ができる教職員の割合 ― 71.6％ 

（R4 実績）
83％ 

（R5 実績） 85％ 87.5％ 90％ 

 
  

ICT 研修、情報共有、活用 

端末等の整備 端末等の整
備・更新 
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② 校務の情報化の推進 
施策名 校務の情報化 

担当所属 教育連携推進課 

目指す姿 
教員にとって負担の大きい成績処理等の事務処理を効率化し、児童生徒と向き

合う時間を確保し、教育の質を向上する。 

取組内容 

教員の業務の軽減と効率化、学習情報の電子化・共有化による教育活動の質の
向上を図るため、情報セキュリティを十分に確保した上で校務支援システムを運
用するなど、校務の情報化を推進する。次期県立学校校務支援システム構築に併
せ、県域で統一した市町村校務支援システムの共同調達を目指す。各市町村で、校
務支援システムの導入状況やネットワーク環境が大きく異なることから、実態を
調査し、課題を抽出した後、課題を解消可能な仕様を作成し、共同調達に向けた市
町村間の合意形成を図る。 

具体的な取組、目標 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

県立学校校務支援システ
ムの運用 

   
  

 

次期校務支援システムの
構築 

   
 

 
 

 

 
施策名 県立高等学校におけるデジタル採点システムの導入 

担当所属 学校企画課、学校教育課、教育連携推進課 

目指す姿 教員が行う入試、定期テスト等の採点業務をデジタル化することにより、作業負
担を軽減し、生徒に向き合う時間を確保することで教育の質の向上を図る。 

取組内容 

教員が担う業務のうち、定期テスト等の採点業務は特に時間を要する業務のひと
つであり、これをデジタル化して、作業時間を削減することにより、解答返却の早
期化を図ることができ、この時間数を生徒と向き合う時間に充てることが可能とな
る。 

具体的な取組、目標 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

デジタル採点システム
の導入       

高校入試への対応       

 
  

導入・運用 試験導入 

導入・運用 

運用 

検
討 

構築 
準備 

調
達 

構
築 
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施策名 高等学校入学者選抜出願システムの導入 
担当所属 学校教育課、教育連携推進課 

目指す姿 
高等学校入学者選抜において、中学校、高等学校での提出書類のとりまとめ・管

理、データ入力、持参・郵送等の出願に係る事務的な負担等の軽減及び生徒・保護
者の利便性の向上を図る。 

取組内容 

インターネット出願システムを導入することにより、PC やスマートフォンから
の出願手続きや収入証紙以外での検定料納付を可能とし、中学校側での出願書類の
仕分けや発送、高校側での出願書類の受付・データ入力作業や合格発表関係業務な
ど一連の出願手続きを一元化する。 

具体的な取組、目標 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

インターネット出願シ
ステムの導入       

 
  

導入 検討 運用 
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３ 安全安心な県土づくり 
（１）生活基盤の確保 
① 地域生活交通の確保 

施策名 地域生活交通の確保 
担当所属 交通対策課 

目指す姿 

 働き盛り世代を中心に人口減少が続き、公共交通の運行を支える運転者人材の確
保が難しくなっていることや、急速に進む少子高齢化などによる公共交通の利用者
減少により地域交通の経営が厳しくなっていることから、限られたリソースの中
で、地域の移動ニーズに合わせ、各交通機関を組み合わせ、より効率的に運行する
必要がある。 
 このため ICT を活用し、様々な交通手段をシームレスにつなぐ Maas の活用や、
予約状況により効率的に運行できるシステムの導入を検討するなど、デジタル技術
の活用も含め地域の生活交通に対する方向性を明らかにするために、県内全ての市
町村において地域公共交通計画を策定し、施策を展開することにより、通勤、通学、
通院など、県民の日常生活を支える鉄道や路線バスなどの地域の交通手段を確保す
る。 

取組内容 

「地域生活交通再構築事業費補助金」により、地域生活交通の再構築を図るた
めに、自動運転や AI による配車システムなどを活用して実証事業に取り組む市町
村を支援する。 

具体的な取組、目標 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

地域の実情に応じた生
活交通の確保に向けた
実行計画を策定する市
町村数 

７ 
市町村 

（R3 実績）

１５ 
市町村 

１７ 
市町村 

１９ 
市町村 

１９ 
市町村 

１９ 
市町村 

地域生活交通再構築事
業費補助金を活用した
市町村での地域公共交
通計画の策定支援 

      

 
  

市町村での策定支援 
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（２）防災対策の推進 
① 道路防災・土砂災害対策等の推進 

施策名 落石等異常通報アプリ「パトレポしまね」 
担当所属 道路維持課 

目指す姿 
 落石や倒木、舗装・護岸の損傷などの情報を道路利用者からいち早く収集するこ
とで、現地確認や応急処置といった初動対応の迅速化と効率化を図り、道路利用者
の安全を確保する。 

取組内容 

道路上における落石等の異常を発見した道路利用者がスマートフォンを用いて
事象、場所、写真等を道路管理者に対して迅速かつ正確に通報できるアプリ「パト
レポしまね」について、コンビニや道の駅などへのチラシ配布や広報紙掲載、ＳＮ
Ｓの活用等による情報発信を行い、利用者への普及と活用の促進に取り組む。 

具体的な取組、目標 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

累計ダウンロード数 5,972 
件 

6,450 
件 

6,900 
件 

7,350 
件 

7,800 
件 

8,250 
件 

「パトレポしまね」の
周知、普及 

      

「パトレポしまね」の
ＰＲチラシ配布枚数 

    7,000 
枚 

7,000 
枚 

 
② 防災対策の推進 

施策名 平時からの防災意識の向上 
担当所属 防災危機管理課 

目指す姿 
近年の災害の激甚化・頻発化の状況を踏まえ、県民が自らの命は自らが守るとい

う意識をより強く持って、主体的に避難情報を入手し、適切な避難行動を取っても
らう。 

取組内容 

県では防災情報を提供する防災ポータルサイト「しまね防災情報」を運用してお
り、島根県公式 LINE と連携するなど、機能強化を行っている。 

また、「しまね防災メール」による情報提供を行っているほか、災害協定により
Yahoo！防災速報アプリ等を通じた情報入手も可能になっている。 

県民に対して、ウェブ、メール、スマホアプリなどを利用して、自ら積極的に防
災情報を入手するよう、各種研修・講演会での紹介、新聞広告・リーフレットの配
布等により周知を行う。 

具体的な取組、目標 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

防災情報利用の周知  
 

    

災害情報の伝達方法の
見直し       

 
  

周    知 

必要な見直し 

推進 
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施策名 災害情報の把握・共有 
担当所属 防災危機管理課 

目指す姿 
災害時に SNS の投稿等（画像・映像）を瞬時に収集する SNS リアルタイム緊急

情報配信サービスを導入し、災害時の初動対応に必要な災害情報の把握や市町村・
関係機関との情報共有を迅速かつ的確に実施する。 

取組内容 

 令和６年度から運用を開始した第５期総合防災情報システムで、SNS リアルタ
イム緊急情報配信サービス機能を導入し、SNS の投稿等から把握した災害情報を
地図上にマッピングすることも可能となった。 

この機能を活用し、より迅速かつ的確な情報共有を図る。 

具体的な取組、目標 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

SNS リアルタイム緊急
情報配信サービス機能
の活用方法の検討 

随時 
検討  

  
  

 
施策名 被災者支援システムの周知 

担当所属 防災危機管理課 

目指す姿 市町村が、被災者支援システムなどを活用し、罹災証明に必要な住家被害認定調
査などを迅速・的確に実施できるようにする。 

取組内容 

県内５市町では既に被災者支援システムが導入されているが、国だけでなく民間
でも開発が進み、機能強化の動きもある。 

令和６年度には、県で国や民間で提供するシステムの情報を収集・整理し、市町
村に対して、それぞれの導入メリットや費用対効果を踏まえた検討ができるよう、
研修会を開催した。 

令和７年度は、市町村に対して国主催のクラウド型被災者支援システムの説明会
へ参加するよう働きかけを行っており、引き続き必要な情報提供を図る。 

具体的な取組、目標 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

支援システムの周知 
 

     

 
  

導入準備 活用 

周  知 
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③ 災害時等における適切な対処に向けたドローンの活用 
施策名 災害時等におけるドローンの活用 

担当所属 防災危機管理課 

目指す姿 地震・風水害等の大規模災害の発生時において、ドローンを活用し、迅速かつ円
滑に被災状況を把握し、効率的かつ効果的な災害応急対策につなげる。 

取組内容 

発災直後における被害状況を迅速に情報収集ができるよう、令和 6 年度にドロー
ン２機を配備するとともに、職員による災害時ドローンチ−ムを創設した。 

令和７年度の総合防災訓練では、島根半島部で孤立地区が発生したことを想定
し、ドローンを活用したチーム員による情報収集・情報伝達を行った。 

引き続き、操縦者(チ−ム員)のを増員して体制を強化するとともに、訓練や講習
会等を通じて育成に取り組む。 

具体的な取組、目標 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

ドローンの配備    ２台   

操縦者(チ−ム員) 
の育成       

 
施策名 災害時等におけるドローンの活用 

担当所属 警察本部警務課・警備課 

目指す姿 災害発生時等において、ドローンを有効に活用した迅速かつ効果的な活動が県下
全域で実施できる。 

取組内容 

災害発生時における情報収集活動や山岳等における行方不明者の捜索活動にお
いて、ドローンが有効に活用できるよう、ドローン操縦士の計画的な育成を実施す
る。 

ドローンの効果的な活用に向け、災害時における出動協力等や平時における訓練
協力に関して民間のドローン関係事業者等との連携強化を推進する。 

具体的な取組、目標 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

ドローン操縦士の育成
（講習等の延べ受講回
数） 

７回 
(R3 末実績) 

11 回 
(R4 末実績) 15 回 20 回 20 回 20 回 

民間事業者等との連携
強化 

 
 

     

 
 
  

操縦者の育成 

ドローン事業者等との協力関係の構築 
民間ドローン事業者等の知見を活用。訓練及び研修の
実施 
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（３）安全な日常生活の確保 
① スマート保安技術を用いた企業局電気事業の業務改善 

施策名 スマート保安技術を用いた企業局電気事業の業務改善 
担当所属 企業局施設課 

目指す姿 

電気事業においては 14 水力発電所、２ダム、１風力発電所、４太陽光発電所の
維持管理及び水力・風力発電所の遠隔監視制御（当直による 24 時間体制）を実施
している。各施設については電気工作物保安規程に基づき巡視、点検及び測定等を
遠隔地へ行き、手作業等にて行っている実態があるため、デジタル化、遠隔化技術
を活用し、業務の効率化・省力化を行うと共に保安力と技術力の維持および向上を
目指す。また、遠隔化によって得られたデータの数値解析を行い、機器の異常予知、
適切なオーバーホール計画を定めコストの削減を目指す。 

取組内容 

既に整備している水力発電所、ダムの遠隔監視制御に加え、通信基盤整備を行
い、発電所内外の設備を監視カメラにより見える化し、保安力の向上と業務の効
率化に取り組んだ。また、発電所、ダム周辺においては、巡視点検等の業務を、
タブレット端末により実施する体制を整えペーパーレス化や情報のデータベース
化、Web 閲覧ができるようにすることで、効率的で円滑な業務体制の構築に継続
して取り組んだ。 

今後は、蓄積された諸データを解析し適切な修繕時期の見える化を行い、さら
なる技術力の向上や安定供給とコスト縮減に取り組む。 

また、ダムの放流対応における迅速な放流量の決定や、水力発電所の効率的な
発電を行うためには流入量の予測が重要なため、精度の高い流入量予測システム
の導入を検討した。 

現時点では導入効果が期待できるシステムがないため、引き続き情報収集に努
めることとし、有用なシステムの候補が現れれば改めて導入検討を行う。 

具体的な取組、目標 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

通信基盤整備、監視カ
メラ整備、発電所内無
線 LAN 

   
 

   

データサーバー（Web
サーバ）構築 

     
 

 

タブレット端末導入 
（５台程度） 

     
 

 

データ解析、流入量予
測の導入他 

      

 

  

工事・導入 

導入検討 準備 

準備 導入検討 

導入 

導入 

導入検討 
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② 県民の利便性向上に向けた取組 
施策名 警察が所管する行政手続等のオンライン化 

担当所属 警察本部警務課・情報管理課 

目指す姿 
 許認可申請など県民が警察に対して行う申請・届出や、警察が所管する各種講習
の受講について、その多くをパソコンやスマートフォンを使用して自宅や会社等か
ら行うことができる。 

取組内容 

県民に対し、令和７年 12 月から運用開始となった警察行政オンライン化システ
ムの周知を図り利用を推進する。 

警察が所管する講習の一部について、警察庁の主導により警察行政オンラインシ
ステムに受講機能が構築されたため、実運用に向けて講習委託先との協議や等動画
の作成等受講環境の整備を推進する。 

具体的な取組、目標 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

警察行政手続サイトの
円滑な運用及び周知 

      

講習のオンライン化 
  

 
    

 
  

円滑な運用に向けた担当職員への指導 
利用促進に向けた県民への周知 

検討・導入準備 
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③ 業務の高度化及び合理化・効率化に向けた取組 
施策名 業務システムの整備による警察業務の高度化 

担当所属 警察本部警務課、情報管理課 

目指す姿  各種警察業務のシステム化や既存システムの高度化を推進することにより、当該
業務の高度化、合理化・効率化を図り、県民の安全安心の実現につなげる。 

取組内容 

 県民の安全確保や利便性向上に資する情報を全国警察で共有するため、各都道府
県警察が個別に運用している業務システムを警察庁の共通基盤に移行して全国で
共通化する計画で、令和６年から一部の業務システムにおいて運用を開始してお
り、対象業務システムの移行作業を順次進める。 
 公文書の適正管理と決裁業務の円滑化に向け、公文書電子管理システムを構築
し、令和６年６月１日から運用開始した。 
 運転免許証に関する手続きの利便性向上のため。システム改修と機器整備を実施
し、運転免許証とマイナンバーカードの一体化を令和７年３月 24 日から運用開始
した。 

具体的な取組、目標 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

警察庁共通基盤への移
行 

      

運転免許証とマイナン
バーカードの一体化 

      

公文書電子管理システ
ムの導入 

      

 
  

導入検討 
予算要求 

開発 

各種業務システムの共通基盤移行作業 
システム化（高度化）に必要な環境の整備 

(機器の整備、ネットワーク回線の通信速度強化) 

運用 

運用 
予算要求 

システム改修 
警察庁による 
仕様検討 
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④ 県民をサイバー犯罪等の被害から守る取組 
施策名 県民のサイバーセキュリティ意識向上 

担当所属 警察本部警務課・サイバー犯罪対策課 

目指す姿  サイバー犯罪被害の防止に向けて、県民のサイバーセキュリティに対する意識を
向上させ、誰もがサイバー空間を安全で安心に利用できるようにする。 

取組内容 

ホームページやＳＮＳ等を活用した各種広報啓発活動を推進して最新のサイバー
防犯情報を発信するとともに、県内事業者に対する防犯指導・訓練の実施、学生対
象の情報モラル教育等を推進し、県民のサイバーセキュリティに対する意識向上を
図る。 

具体的な取組、目標 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

県民対象のサイバーセ
キュリティ啓発活動 
（企業への情報発信活
動、青少年対象の情報モ
ラル・セキュリティ教室
の実施等） 

 
 

718 件 
(R3 実績) 

 
 

1,173 件 
(R４実績) 

 
 

950 件 

 
 

950 件 

 
 

1,150 件 

 
 

1,165 件 
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第６章 デジタルデバイド対策 
１ 全ての県民への配慮 
（１）ICT リテラシーの向上 

施策名 ICT リテラシーの向上 
担当所属 地域政策課 

目指す姿 地域住民の身近な場所に ICT 機器を整備することで、地域住民同士が講座等を
通じて学び合うための仕組みを構築 

取組内容 

デジタル田園都市国家構想が本格化し、準公共分野（教育,福祉,防災等）、生活
分野のデジタル化が加速している。スマホを使った行政手続きのオンラインサー
ビスに限らず、ドローンや仮想空間サービス、地域通貨など様々なデジタル機器、
サービスが利用される社会となることが想定される。 

このことを踏まえ、地域住民の身近な場所に ICT 機器を整備することで、地域
住民同士が講座等を通じて学び合うための仕組みの構築・展開を目指し、モデル
事業を推進する。 

具体的な取組、目標 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

展開可能な講座（モデ
ル）数 - - - 3 講座 5 講座 7 講座 

 
２ 県と市町村の連携 
（１）デジタル活用講師の育成 

施策名 デジタル活用講師の育成 
担当所属 地域政策課 

目指す姿 今後生活レベルでの実装が進展していくことで形成されるデジタル社会にお
いて、その利便性を誰一人取り残されず教授できる環境の整備 

取組内容 

高齢者等のインターネットやＩＣＴ機器の扱いに不慣れな方に向け、講習会等
の開催などを通じてきめ細かなサポートを行うことができる講師人材育成事業
を県内 3 か所（島根県東部、西部、隠岐）で実施する。 

研修受講者の中で県が定めた条件を満たした人材を、国が認めるデジタル推進委
員に推薦し、県民の身近な地域にデジタル推進委員を増やしていく。 

また、育成した人材を中核に、将来、地域の講師人材となりうる学生とともに高
齢者等を対象とした講習会等を開催し、継続的な人材の輩出と実践を促す。 

具体的な取組、目標 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

講師人材の育成 
（累計） - - 20 名 40 名 60 名 80 名 

学生と連携した講習会
の実施  ３回 ３回 ５回 ６回 ７回 
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